
附 属 明 細 書
{ 固定資産の取得、処分、減価償却費及び減損損失累計額の明細

（単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減 価 償 却 累 計 額

減損損失累計額 差引当期末残高 摘 要
当期償却額

建 物 22¶853¶111¶059 558¶251¶357 64¶939¶324 23¶346¶423¶092 12¶183¶459¶097 916¶594¶306 101¶970¶333 11¶060¶993¶662

構 築 物 2¶414¶455¶408 138¶879¶454 15¶246¶511 2¶538¶088¶351 1¶790¶680¶885 92¶520¶371 0 747¶407¶466

有 形 固 定 資 産
（償却費損益内）

機 械 装 置 17¶606¶081¶987 214¶414¶091 78¶875¶310 17¶741¶620¶768 12¶284¶243¶504 1¶185¶226¶194 0 5¶457¶377¶264

車 両 運 搬 具 133¶326¶220 1¶970¶000 4¶275¶974 131¶020¶246 114¶839¶887 5¶190¶070 0 16¶180¶359

工 具 器 具 備 品 2¶843¶619¶602 139¶165¶854 67¶796¶121 2¶914¶989¶335 2¶458¶731¶582 240¶236¶491 0 456¶257¶753

計 45¶850¶594¶276 1¶052¶680¶756 231¶133¶240 46¶672¶141¶792 28¶831¶954¶955 2¶439¶767¶432 101¶970¶333 17¶738¶216¶504

土 地 42¶926¶143¶779 0 208¶000¶000 42¶718¶143¶779 ` ` 155¶506¶553 42¶562¶637¶226

立 木 497¶258¶089 886¶158 10¶539¶600 487¶604¶647 ` ` 0 487¶604¶647

非 償 却 資 産 建 設 仮 勘 定 33¶880¶000 1¶668¶513¶396 1¶045¶923¶019 656¶470¶377 ` ` 0 656¶470¶377

その他の有形固定資産 106¶896¶515 4¶882¶919 0 111¶779¶434 ` ` 0 111¶779¶434

計 43¶564¶178¶383 1¶674¶282¶473 1¶264¶462¶619 43¶973¶998¶237 ` ` 155¶506¶553 43¶818¶491¶684

償 却 資 産 45¶850¶594¶276 1¶052¶680¶756 231¶133¶240 46¶672¶141¶792 28¶831¶954¶955 2¶439¶767¶432 101¶970¶333 17¶738¶216¶504

有形固定資産合計 非 償 却 資 産 43¶564¶178¶383 1¶674¶282¶473 1¶264¶462¶619 43¶973¶998¶237 ` ` 155¶506¶553 43¶818¶491¶684

計 89¶414¶772¶659 2¶726¶963¶229 1¶495¶595¶859 90¶646¶140¶029 28¶831¶954¶955 2¶439¶767¶432 257¶476¶886 61¶556¶708¶188

有価証券関係
\ 満期保有目的の債権で時価のあるもの

（単位：円）

種 類 貸借対照表計上額 時 価 差 額

地 方 債 7¶867¶235¶125 7¶896¶669¶200 29¶434¶075

時価が貸借対照表計
上額を超えるもの 政府保証債 100¶821¶011 101¶280¶000 458¶989

小 計 7¶968¶056¶136 7¶997¶949¶200 29¶893¶064

地 方 債 0 0 0

時価が貸借対照表計
上額を超えないもの 政府保証債 0 0 0

小 計 0 0 0

合 計 7¶968¶056¶136 7¶997¶949¶200 29¶893¶064

] 満期保有目的の債券で時価評価されていないもの
（単位：円）

貸借対照表計上額

満期保有目的の債券
譲渡性預金 22¶200¶000¶000
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資産除去債務関係

建物の一部に石綿の建材を使用しているため、外部業者による見積額をもって除去に係る資産除

去債務を計上しております。

重要な債務負担行為

翌事業年度以降に支払を予定している重要な債務負担行為は、以下のとおりです。

\ 貨幣製造用溶解設備 2¶397¶570¶000円

] 東京支局移転先の土地購入 5¶800¶000¶000円

重要な後発事象

当法人は、独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第46条の２の規定に基づき、固定資産と

して保有している広島支局・観音宿舎（一部）について、平成25年６月28日までに現物によって国庫

へ納付するよう、主務大臣より通知を受けております。

その他独立行政法人の状況を適切に開示するために必要な会計情報

敷地の一部から特定有害物質であるセレン等が検出されておりますが、将来土壌汚染対策を行うこ

とが必要となった場合も、土壌汚染対策費用については土地の譲渡収入から控除することが見込まれ

るため、将来の除去費用見積額を負債として計上しておりません。
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